
熱中症対策行動計画（令和４年度改定）に
基づく関係府省庁の取組について

令和４年７月６日（水）
令和４年第１回熱中症対策推進会議幹事会 資料２－２



令和3年３月25日策定

熱中症対策行動計画概要
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厚生労働省・経済産業省・環境省

⚫ 高齢者に特化したリーフレットを作成し、ホームページへの掲載、関係府省庁のルートを
活用した周知。

＜令和４年６月：高齢者向けリーフレットを改訂＞
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環境省
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＜令和４年度は４自治体を採択＞＜令和３年度は８自治体を採択＞

⚫ 地域モデル事業において、高齢者への熱中症対策を推進する地方公共団体をモデル自治体と
して選定し、地域における熱中症対策を支援。【環】

⚫ 地域モデル事業において、災害等による停電やエアコンの故障等によりエアコンが適切に使用
できない場合に備えた対応について、地域において関係者が連携し、協力できる体制づくりの推
進を支援。【環】

⚫ 地域モデル事業において、地方公共団体内における体制構築、事業者との連携、熱中症警戒ア
ラートの効果的な活用などの先進的な取組を行う地方公共団体の事例をとりまとめたガイドライ
ンを作成し、地方公共団体における熱中症対策の推進を図る。【環】

＜採択された地方公共団体の取組の概要＞地域における熱中症対策の促進を支援。



消防庁

⚫ 昨年度に引き続き、消防本部から提供いただいた熱中症予防啓発の取組事例を「熱中
症予防啓発取組事例集」としてとりまとめ、公表。【消】
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内閣官房

⚫ 熱中症予防対策の推進について、孤独・孤立対策推進会議を通じて、環境省と連携。熱
中症予防対策を含め、孤独・孤立対策の重点計画を令和３年12月に策定。
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消防庁

⚫ 防災行政無線の戸別受信機をはじめとする情報伝達手段を活用した情報提供について、
災害情報伝達手段に関するアドバイザー派遣や各種会議等を通じて地方公共団体へ周
知。

＜令和５年２月末までに50団体（予定）で実施：災害情報伝達手段に関するアドバイザー会議＞

＜周知した資料＞

自治体における防災行政無線等を
活用した周知の取組み例

＜参考＞

各市町村における戸別受信機等の配備については、
特別交付税措置（措置率７０％）等により支援。

○ 茨城県常総市では、環境省熱
中症予防情報サイトで、熱中症
指数が厳重警戒レベルになると
予想されたときは、防災行政無
線で熱中症予防のための注意喚
起を実施。

○ 神奈川県南足柄市では、登録
制メールを活用して、熱中症予
防のための注意喚起を実施。
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アドバイザー会議において、「「熱中症警戒アラート」及
び「熱中症予防強化キャンペーン」について（協力依
頼）」（令和４年４月27日付け各都道府県知事宛通知（環
保安発第2204271号等））別紙１のリーフレットを活用し、
熱中症警戒アラート発表時において、防災行政無線の戸別
受信機をはじめとする情報伝達手段を活用した情報伝達を
実施するよう周知。
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厚生労働省・経済産業省・環境省

⚫ 薬局やドラッグストア等における、高齢者を中心とした来訪者への熱中症予防のた
めの声かけについて、一般社団法人日本保険薬局協会他２団体へ協力を依頼。
＜令和４年６月１日：上記３団体宛に協力依頼事務連絡を発出＞【厚・経・環】

＜令和４年６月１日：一般社団法人日本保険薬局協会他２団体へ協力依頼事務連絡を発出＞
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環境省

⚫ サブスクリプションを活用したエアコン普及促進モデル事業実施。【環】



厚生労働省
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⚫ 厚生労働省内の熱中症対策担当部局連名で「熱中症予防の普及啓発・注意喚起につ
いて（周知依頼）」を発出し、高齢者、障害児（者）、小児、乳幼児等に対して、周囲の見
守り、呼びかけ等について関係機関を通じて依頼【厚】

＜令和４年５月１８日：事務連絡発出＞※７月にも周知する予定＞



厚生労働省

⚫ 障害の特性に応じた熱中症対策をまとめた障害者向けの熱中症予防リーフレットを
活用した周知。
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環境省

⚫ 熱中症環境保健マニュアル2022に ６．自然災害時の注意事項 冷房機器が使用で
きない避難所での対策を記載。
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関係府省庁

⚫ 政府において統一したワンボイスでの熱中症に対する注意喚起として、関係府省庁
の統一的なリーフレットの作成、関係府省庁のルートを活用した周知。

⚫ 熱中症警戒アラートが発表された情報がテレビ、防災無線、SNS等の様々な情報伝達
手段を通じて発信されることを普及啓発リーフレットを通じて、地方公共団体へ周知。

＜令和４年６月：リーフレット改訂＞
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＜令和４年６月１日：各都道府県知事宛に協力依頼を発出＞



環境省

⚫ 環境省熱中症予防情報サイトで関係府省庁の熱中症関連の
取組を紹介。

○関係省庁の取り組み状況掲載ページの一覧

＜令和３年の熱中症予防情報サイトアクセス件数：約4,400万件＞

⚫ 熱中症予防情報サイト上での熱中症警戒ア
ラートや暑さ指数（WBGT）の情報を提供。

暑さ指数（WBGT）実況値・予測値の提供

熱中症警戒アラートの発表状況
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⚫ 熱中症予防行動の促進につき、ナッジの効果を検証するための実証を令和３年夏に
実施し、効果的な啓発方法の検討を実施。

環境省

• 65歳以上の調査会社のモニターを無作為に2群（ナッジをしない対照群とナッジをする介入群）
に分け、介入群に対してパンフレットを配布するとともに、6週間、熱中症対策として実施が推奨
される行動の記録を毎日記入してもらい、その後対策の実施状況について事後調査を実施。

• パンフレットには夏の夜にエアコン使用を控える主な理由4点それぞれについて気づきを与える
メッセージを添えた。

熱中症対策に関して誤解しやすい点について注意を促すパンフレット

日記のイメージ
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文部科学省・環境省

⚫ 学校等の教育現場における熱中症対策や判断の参考となるガイドライン作成のため
の手引きを作成し、全国の教育委員会へ周知。

＜令和３年６月９日：「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き」の活用について（依頼）の発出＞
＜令和３年５月28日：「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き」の公表＞

＜令和４年２月３日：「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き」の活用について（依頼）の発出＞
＜令和４年４月28日：熱中症事故の防止について（依頼）の発出＞
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文部科学省

⚫ 熱中症事故の防止について適切に対応す
ることを全国の教育委員会へ依頼。
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＜令和４年４月２８日：「熱中症事故の防止について（依頼）」の発出＞ ＜令和４年４月：文科省学校安全ポータルサイトにおいて
熱中症事故の防止について注意喚起＞

⚫ 学校安全ポータルサイトや教職員、教育委員会関係者が
登録している文科省メールマガジンにて注意喚起する。



スポーツ庁

⚫ 屋外運動場に限らず、プールや屋内の体育館等も含め、体育の授業の際にマスクの
着用の必要はないことについて、全国の教育委員会へ改めて通知。

⚫ 屋外の運動場に限らず、プールや屋内の体育館等を含め、体育の
授業の際には、マスクの着用は必要ありません。その際、地域の感
染状況等を踏まえつつ、児童生徒の間隔を十分に確保する、屋内で
実施する場合には、呼気が激しくなるような運動を行うことは避ける、
こまめに換気を行う等に御留意ください。 （学校衛生管理マニュアル
ｐ40～）

⚫ 運動部活動についても、体育の授業に準じつつ、近距離で組み合っ

たり接触したりする運動をはじめ活動の実施に当たっては、各競技
団体が作成するガイドライン等も踏まえて対応することが重要です。
特に以下に記載するような場面においては、マスクの着用を含めた
感染対策を徹底することが必要です。

・ 活動の実施中以外の練習場所や部室、更衣室、ロッカールーム等の
共有エリアの利用時

・ 部活動前後での集団での飲食や移動時
・ 大会等の参加に当たっては、大会中はもとより、会場への移動時や

会食・宿泊時、会場での更衣室や控え室、休憩スペース、会議室、洗
面所等の利用時、開会式、抽選会、表彰式等の出席時、応援時

・ 寮や寄宿舎における集団生活時 等
また、感染対策を顧問の教師や部活動指導員等に委ねることなく、学
校の管理職や設置者が顧問等から活動計画書等を提出させ、内容を
確認して実施の可否を判断するなど、責任を持って感染対策に取り
組むことが求められます。（学校衛生管理マニュアルｐ53～)

＜令和４年５月24日：学校生活における児童生徒等のマスクの着用について＞
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スポーツ庁

⚫ 熱中症事故の防止について適切に対応することを全国の大学へ依頼。

⚫ 熱中症は、スポーツ等の活動前に適切な水分補給を行うとともに、必
要に応じて水分や塩分の補給ができる環境を整え、活動中や終了後
にも適宜補給を行うこと等の適切な措置を講ずれば十分防ぐことが
可能です。また、熱中症の疑いのある症状が見られた場合には、早
期に水分・塩分の補給、体温の冷却、病院への搬送等適切な処置を
行うことが必要です。

⚫ スポーツ庁においては、熱中症の事故防止のための適切な措置を
講じるよう、都道府県及び指定都市スポーツ主管課に対し、「熱中症
事故の防止について（依頼）」（令和４年５月３１日付４ス健ス第１０
号）（別添）のとおり通知しました。

⚫ また、一般社団法人大学スポーツ協会（UNIVAS）が
発行している「UNIVAS 安全安心ガイドライン（第２
版）」（ガイドライン）では、熱中症も含め、全ての大
学・競技団体等に共通する安全安心に関わる遵守
すべき事項（安全管理体制のあり方や頭頸部外傷、
脳震盪、熱中症、心停止などの重大事故の予防策
等）が明記されております。

⚫ 熱中症の発生は、梅雨の合間に突然気温が上昇した日や梅雨明け
の蒸し暑い日等、体が暑さに慣れていない時期に起こりやすいことに
も留意しつつ、大学及び高等専門学校におかれては、別添及びガイ
ドラインを参照し、熱中症事故防止のための適切な措置を講ずるよう
お願いします。

＜令和４年６月１日：「熱中症事故の防止について（依頼）」を発出＞
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文部科学省

⚫ 公立学校施設について、地方公共団体からの計画を踏まえ、空調設備の設置を支援。

⚫ 夏の日差しを遮る、風通しを良くするなど校舎づくりの工夫や留意点について、学校施
設整備指針や事例集等を通じて周知。

○ 空調・換気機能を備えた避難所

としても利用可能な体育館へ

○ 夏季における教育環境の確保

○ 熱中症等の健康被害を防止

体育館への設置

普通教室等への設置
公立小中学校等の空調（冷房）設備設置状況の推移
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厚生労働省
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⚫ 職場のWBGT値の把握、作業管理、作業環境管理、労働者の健康管理等の熱中症予
防対策をリーフレット等にまとめ、「STOP!熱中症 クールワークキャンペーン」（５月１日
から９月30日）を通じて、事業者や労働者に対し通知。



厚生労働省

⚫ 職場における熱中症予防対策をまとめたポータルサイトにおいて、オンライン講習動
画及び好事例を公開。

啓発キャラクター

チューイ カン吉

QRコードはこちら
です

ポータルサイトURL：https://neccyusho.mhlw.go.jp/
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https://neccyusho.mhlw.go.jp/


農林水産省

⚫ 農作業が本格化するＧＷの前と熱中症が急増する７月に先立ち、熱中症対策の
徹底を呼びかける事務連絡を都道府県等に発出。併せて同時期にメールマガジ
ンやFacebook等様々な媒体を通じて、農業者や農業法人に対してピンポイント

の注意喚起を実施。また、令和３年度に育成した「農作業安全に係る指導者」
のうち約2,800名に対しても、熱中症対策の徹底、地域での農業者への啓発を呼
びかけ。

○事務連絡による情報発信 ○啓発資料○Facebookを活用した情報発信
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農林水産省

⚫ 熱中症警戒アラート発出時の適切な対応について、「熱中症警戒アラート」の通知機
能を備えている「MAFFアプリ」の活用を様々な媒体等を通じて農業者等へ周知。

⚫ 熱中症対策アイテムの現場での活用に向けて、令和４年２月に取りまとめた「熱中症
対策アイテム集」について様々な媒体等を通じて、農業者等へ周知。これを受け、農
協系統において今夏より一部の取扱を開始。
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○MAFFアプリと熱中症警戒アラートの連携 ○熱中症対策アイテムの啓発



スポーツ庁

⚫ 関連するガイドブック名やホームページＵＲＬを掲載し、熱中症事故防止のため適切な措
置を講ずるよう、都道府県・指定都市スポーツ施設主管課等へ通知、事務連絡にて周知。

⚫ 熱中症リスクの高い時期に合わせ、SNSを利用し、熱中症の注意喚起を実施。

「熱中症事故防止について（依頼）」
（令和４年５月３１日付）

公式アカウントからの発信例
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夏季にイベントを開催する主催者等のための熱中症対策に関する「夏季のイベントにおけ
る熱中症対策ガイドライン」策定。

環境省

＜平成30年３月：ガイドライン策定、平成31年３月及び令和２年３月：ガイドライン改訂＞
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消防庁

訪日外国人のための救急車利用ガイド（16言語）

⚫ 「訪日外国人のための救急車利用ガ
イド」（16言語）等を、ホームページに
掲載中

消防庁 熱中症情報
https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke/post3.html#heat
stroke04

英語、中国語（繁・簡）、
韓国語、タイ語、フランス語、
イタリア語、ベトナム語、
タガログ語、ポルトガル語、
ネパール語、インドネシア語、
スペイン語、ビルマ語、
クメール語、モンゴル語

⚫ 外国人傷病者への救急対応を迅速に
行うため開発された、救急現場で使用
頻度が高い会話の内容を15言語で46

の定型文として登録した多言語音声
翻訳アプリ「救急ボイストラ」の導入状
況等をホームページ等で周知

訪日外国人のための救急車利用ガイド（16言語）

消防庁 外国人・障害者に円滑に対応する取組
https://www.fdma.go.jp/mission/enrichment/gaikokujin_syoug
aisya_torikumi/kyukyu-voicetra.html



厚生労働省・観光庁

外国人患者を受け入れる医療機関情報を取りまとめたリスト

⚫ 観光庁と厚生労働省が連携して一元化した、「外国人患者を受け入れる医療機関の情報を
取りまとめたリスト」を日本政府観光局（ＪＮＴＯ）のＨＰ等で発信。
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厚生労働省

⚫ 熱中症予防・対処方法を示した多言語のリーフレットを作成し、ホームページに掲載、関
係機関へ周知。

英語、中国語（繁・簡）、
韓国語、フランス語、
イタリア語、インドネシア語、
スペイン語、タイ語、
ベトナム語、タガログ語、
ドイツ語、ポルトガル語、
ネパール語、



⚫ 訪日外国人のための熱中症についてのリーフレットをホームページに掲載。

環境省
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観光庁

プッシュ通知画面 対応フローチャート熱中症情報画面

⚫ 外国人旅行者向け災害時情報提供アプリ「Safety tips」において、熱中症情報等の災害
情報をプッシュ型で通知出来る他、対応フローチャートやコミュニケーションカード、災害
時に必要な情報を収集できるリンク集等を掲載。



環境省・内閣府・消防庁・厚生労働省・気象庁

⚫ 災害時の避難生活や片付け作業にお
ける熱中症対策に関するリーフレットを
作成し、ホームページへの掲載、関係
府省庁のルートを活用した周知。（予
定）【環・内・消・厚】

⚫ 災害が発生した場合に事務連絡を発出
すること等により、関係する地方公共団
体等に熱中症予防の周知を依頼。【厚】
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＜令和４年６月：リーフレット公表＞ ＜令和４年６月30日：地方公共団体
へ周知依頼の事務連絡を発出＞



環境省・内閣府

⚫ 令和３年７～９月に大雨・台風に被災した地域に対して、被災住民等の熱中症対策につ
いて周知を依頼する事務連絡をそれぞれの被災県に発出。【環】

【令和３年度の取組について】
・「令和３年７月１日からの大雨」
・「令和３年８月11日からの大雨」
・「令和３年台風第14 号等」

に際して、被災した地方公共団体に対して、事務
連絡「被災住民等の熱中症対策について（周知依
頼）」を発出した。

⚫ 災害救助法が適用された都道府県に、避難
所の生活環境の整備等について通知を発出
し、熱中症対策に関するリーフレットを周知。
（予定）【内】

32



33

文部科学省、内閣官房、内閣府、消防庁

⚫ 事務連絡にて、学校体育館の空調設備の導入に活用可能な国の支援制度について、
都道府県消防防災主管部局、都道府県教育委員会へ周知。

＜令和４年６月３日：事務連絡「防災・減災、国土強靱化に関する取組の促進について［学校体育館の空調設備の導入促進］」を内閣官
房、内閣府、消防庁、文部科学省の連名で発出＞
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環境省

⚫ サブスクリプションを活用したエアコンの普及促進事業にて、高齢者宅や、災害時に避
難所となる体育館等の公共施設におけるエアコンの整備を促進。



環境省・厚生労働省

⚫ 事務連絡「ワクチン接種会場における熱中症予防対策の推進について」にて、ワクチ
ン接種と熱中症対策を担当する部署が連携して実施するよう周知。

＜令和４年６月：リーフレット改訂＞
＜令和４年６月2１日：地方公共団体へ周知依頼の事務連絡を発出＞ ＜令和４年６月21日：地方公共団体へ周知依頼の事務連絡を

発出＞
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環境省・厚生労働省

⚫ 屋外におけるマスク着用事例を充実さ
せた「新型コロナウイルス感染症対策
を踏まえた熱中症予防」に関するリーフ
レットを作成し、ホームページへの掲載、
関係府省庁のルートを活用した周知。

⚫ 新型コロナウイルス感染症のワクチ
ン接種会場における熱中症対策に
ついて、留意点をまとめた事務連絡
を関係府省庁のルートを活用した周
知。

＜令和４年６月：リーフレット改訂＞
＜令和４年６月2１日：地方公共団体へ周知依頼の事務連絡を発出＞

＜令和４年６月21日：地方公共団体へ周知依頼の事務連絡を
発出＞
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厚生労働省・スポーツ庁

⚫ 厚生労働省ホームページに＜新型
コロナウイルス感染症対策を踏まえ
た熱中症予防のポイント＞を掲載
【厚】

⚫ 令和３年度の厚生労働科学研究費補助金に
て、マスク着用下での熱中症の予防法及び
初期診療等を研究：『新しい生活様式』に即
した環境因子の変化に伴う熱中症発症因子
の検討。令和４年度においてはコロナ禍にお
ける熱中症治療・予防における新規エビデン
スの集積に係る研究を実施。【厚】

「新しい生活様式」に即した環境要因の変化（室内換気
に伴う温度・湿度の変化やマスクの着用等）による熱中
症発症への影響についての研究を実施。（下記参照）
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下記ページを更新する形で掲載予定。

⚫ 熱中症リスクの高い時期に合わせ、
SNSを利用し、熱中症の注意喚起
を実施。【厚、ス】



環境省

⚫ 熱中症対策における新たな課題への対応の検討等に係るWG開催。
（第１回：令和３年７月９日、第２回：令和３年11月29日）
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環境省

⚫ 顕著な高温の発生に備え、必要な対策を整理、準備するために、世界各地で発生した
熱波や各国の熱中症対策について取りまとめる。

39



気象庁

⚫ アメダスの気温の観測データ、推
計気象分布（最新の気温等の分
布）などの観測情報を提供。

⚫ 各地の気象台において、地方公共団体等関
係機関への説明会などの機会を捉え熱中症
警戒アラートに関する周知・啓発を実施。

⚫ 熱中症警戒アラートのほか、２週間気温予報、高温に関する早期天候情報、天気
分布予報（気温、最高・最低気温）などの予測情報を提供。

推計気象分布

全国の気温等の分布を
約1km四方で算出・表示

2週間気温予報

最近１週間の実況と今後２週間先までの気温の
推移を表示

高温に関する早期天候情報

情報発表日の６日後から14日後までを対象として、5日
間平均気温がかなり高くなると予想される場合に発表

天気分布予報（気温、最高・最低気温）

翌日の24時までの3時間ごとの気温、日中の最高
気温、朝の最低気温を約5km四方で算出・表示
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⚫ 梅雨明けの時期に適切な熱中症予防行動を取って
いただくよう、環境省と気象庁において共同で記者
向け説明会を実施。（令和４年６月21日）【環・気】

⚫ 広い範囲で梅雨が明けたタイミングで、熱中症予防
対策を呼び掛ける報道発表を気象庁において実施。
（令和４年６月２７日）【気】

環境省・気象庁

⚫ 熱中症警戒アラートの全国での運用。
（令和４年４月27日～10月26日）【環・気】

⚫ 地方公共団体の担当職員や一般の方を対象
にしたシンポジウムをオンライン開催（応募者
数は1600人以上）。（令和４年７月７日）【環】

○気象庁報道発表（６月27日）
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消防庁

⚫ 本格的な熱中症シーズンに向け、
各地域の消防職団員において熱
中症予防対策の強化を図るよう通
知を発出。
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＜令和４年５月18日：消防職団員の安全管理等（熱中症対策）の再徹底
について＞

⚫ 新たな熱中症予防啓発コンテンツを
作成し、都道府県を通じ、全国の消
防本部に対して、新たなコンテンツ等
も活用して積極的に熱中症の予防啓
発を実施するよう求める事務連絡を
発出。

＜令和４年７月６日：各都道府県へ周知依頼の事務連絡を発出＞



厚生労働省

⚫ 熱中症診療ガイドラインを厚生労働省ホームページに掲載して周知。
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環境省

⚫ 「まちなかの暑さ対策ガイドライン」の周知を通じ、地方公共団体等によるまちなかの
暑さ対策の取組を促進。

人が感じる暑さについての科学的な情報

＜まちなかの暑さ対策ガイドライン＞

効果的な暑さ対策の実施方法等

＜暑さ対策の実施方法・事例を紹介＞



国土交通省

⚫ ヒートアイランド対策に関する施策として、「地表面被覆の改善」、「都市形
態の改善」等を実施。

45

○ 「ヒートアイランド対策大綱」（平成25年5月 ヒートアイランド対策推進会議（国交省、環境省、他５省庁）決
定）に基づき、国土交通省として各種ヒートアイランド対策に関する施策を実施。

○ 具体的には、「人工排熱の低減」、「地表面被覆の改善」、「都市形態の改善」、「ライフスタイルの改善」、「人
の健康への影響等を軽減する適応策の推進」、「観測・監視体制の強化及び調査研究」を実施。

ヒートアイランド対策大綱に含まれる施策（国交省関連）

○ 省エネルギー性能の優れた住宅・
建築物の普及促進

○ 次世代自動車の普及促進

○ 交通流対策及び物流の効率化の推
進並びに公共交通機関の利用促進

○ 未利用エネルギー等の利用促進

○ 民間建築物等の敷地における緑
化等の推進

○ 官庁施設の緑化等の推進

○ 公共空間の緑化等の推進

○ 水の活用による対策の推進

○ 水と緑のネットワーク形成の推進

○ 環境負荷の小さな都市の構築に
向けた都市計画制度の活用の推進

○ ライフスタイルの改善に向けた取組
の推進

○ 自動車の効率的利用

○ 緑のカーテンに関する情報提供 ○ 観測・監視と実態把握

○ 計画的な施策展開のための調査
研究

≪人工排熱の低減≫ ≪地表面被覆の改善≫ ≪都市形態の改善≫

≪ライフスタイルの改善≫ ≪人の健康への影響等を軽減する
適応策の推進≫

≪観測・監視体制の強化
及び調査研究≫



国土交通省

⚫ ヒートアイランド対策に関する施策として、「地表面被覆の改善」、「都市形
態の改善」等を実施。
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緑化や水の活用による地表面被覆の改善、都市形態の改善

③雨水利用施設の設置

雨水利用施設に貯留された雨水を散水等に利用することにより夏季の暑さ対策への寄与。

「雨水の利用の推進に関する法律(H26.5施行)」に基づく、「雨水の利用の推進に関する基本方針(H27.3決定)」
を受け、雨水利用施設の設置等を進め、水資源の有効利用を図る。

○ 緑地・水面の減少、建築物や舗装などによって地表面が覆われることによる蒸発散作用の減少や地表面の高温化を防ぐため、地表面被覆の改善を図る。
○ 都市において緑地の保全を図りつつ、緑地や水面からの風の通り道を確保する等の観点から、緑の拠点の形成、事業間連携などにより、広域的視点に基

づく水と緑のネットワークの形成を推進。

集水

散水

雨水利用施設を活用した雨水利用の例 基本方針・計画の体系

集水

①民有地・民間建築物・公共空間等の緑化

民間建築物等の敷地内緑化

道路の緑化立体都市公園の整備

河川と公園との
一体的な再整備

都市に残された
緑地の保全

緑の基本計画に基づく
水と緑のネットワーク形成の取組

（福岡市 新・緑の基本計画）

④都市における水と緑のネットワーク形成

雨水利用の推進
○ 国自らが率先して

雨水の利用を推進し、全国
の地方公共団体や民間事
業者への波及を図る

※ 屋上緑化施工実績 約537haの増加 (R１ ←H12)

遮熱性舗装

②路面温度上昇抑制機能を有する舗装

太陽光

気
化
熱

蒸発

雨

保水材

保水性舗装

表層

基層

路盤路盤

基層

遮熱材

表層

太陽光
赤外線を反射

表層

基層

路盤

赤外線を反射太陽光
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環境省

⚫ メール配信サービスやSNSアカウント、大型ビジョン等を活用した熱中症警戒アラー
トや暑さ指数（WBGT）の情報提供。

○環境省LINE公式アカウントを活用した情報発信

トップ画面 通知画面

令和3年度より熱中症警戒アラートのほか、
危険、厳重警戒等の設定も可能に。

イメージ図

○大型ビジョンを活用した情報発信

放映イメージ

配信箇所イメージ
（109フォーラムビジョン）

一般社団法人日本パブリックビューイング協会に加盟する全国10カ所の大型ビジョンに
おいて熱中症警戒アラートや暑さ指数（WBGT）の情報を含めた熱中症予防情報を発信。

＜環境省LINE公式アカウント登録者数：約144,000人(R4.6 )＞
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修正済み



厚生労働省

⚫ 「健康のため水を飲もう」推進委員会（※）作成の令和４年度ポスターの情報を厚生労
働省ホームページで発信。

（※）2007年に発足した民間の団体で、「こまめに水を飲む習慣の定着」等の活動を
行っている。
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厚生労働省 「健康のため水を飲もう」推進運動
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/topics/bukyoku/kenkou/suido/nomou/index.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/topics/bukyoku/kenkou/suido/nomou/index.html


⚫ 産業団体や民間企業と連携し、シーズ
ン前のエアコンの早期点検や試運転の
取組を推進。【経】

経済産業省・環境省

⚫ 夏本番前のエアコンの早期点検や試運
転の呼びかけについて、ポスターを作成
し、ホームページへの掲載、関係府省
庁のルートを活用した周知。【経・環】

＜業界団体のチラシ＞＜令和４年４月：試運転の日周知＞
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消防庁

⚫ 消防庁ホームページ等を通じて予防啓発コンテンツ（ポスター、ビデオ、イラスト、
音声メッセージ、リーフレット、Twitter）を継続的に提供。

音声メッセージ リーフレット Twitterによる情報発信
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「新しい生活様式」に対応した動画 ＜令和４年７月から通年で公開＞ 消防マスコット「消太」を使用したイラストポスター



⚫ 熱中症警戒アラート発表時の熱中症予防行動を取りまとめたリーフレット・ポスターを
作成し、ホームページへの掲載、関係府省庁のルートを活用した周知、地方公共団
体等への配布。（令和４年６月）【環・気】

環境省・気象庁

ポスターリーフレット
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気象庁・環境省

⚫ 政府広報（テレビ、インターネット、Ｓ
ＮＳ、雑誌等）において、熱中症予防
対策や熱中症警戒アラート全国展
開についての情報を周知。（令和４
年４月～７月） 【環】

暑くなると予想された際の熱中症注意喚起
（環境省ツイッターアカウント）

政府広報 新聞突出広告

52政府広報オンライン（令和4年5月26日）

⚫ 熱中症や暑さへの警戒について、
気象庁Twitterで呼び掛けるととも
に、環境省Twitterをリツイートす

ることで連携して呼び掛け。
【気・環】



気象庁

⚫ 都市部のヒートアイランド現象などの長期変化傾向を把握するための基礎資料につ
いて2020年までの観測データで更新・提供（令和３年６月30日）。【気】
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気象庁

⚫ 熱中症や暑さへの警戒について、気象庁Twitterで呼び掛けるとともに、環境省
Twitterをリツイートすることで連携して呼び掛け【気】

６月２０日 ６月２２日
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農林水産省

⚫ 事務連絡により、高齢者を含む農業者が熱中症リスクの高い日であるとの情報
が得られるように、以下の取組を関係機関に働きかけ。

⚫ 熱中症警戒アラートが通知される「MAFFアプリ」の活用及びテレビやラジオの
気象情報からの情報入手について農業者への働きかけ

⚫ 熱中症リスクの高い日における、防災行政無線、有線放送等を活用した注意喚
起

○事務連絡による情報発信
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環境省

⚫ 熱中症予防対策に資する効果的な情報発信に関する検討会を年2回開催し、

「熱中症警戒アラート」や暑さ指数について、データ検証を行い、精度向上に努
めるとともに、効果的な発信の在り方を検討。【環】

＜令和4年度第1回熱中症予防対策に資する効果的な情報発信に関する検討会＞



令和４年の熱中症による救急搬送状況消防庁
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H20 23,071人

H21 12,971人

H22 56,119人
H23 46,469人

H24 45,701人

H25 58,729人

H26 40,048人
H27 55,852人

H28 50,412人

H29 52,984人

H30 95,137人
R1 71,317人
R2 64,869人

R3 47,877人

※調査開始からの搬送人員数の状況

※各年度により調査開始時期が異なります。

○令和４年の熱中症による救急搬送の状況（週別推移、速報値）

○令和４年５月の熱中症による救急搬送の状況（都道府県別、確定値）

※令和３年の熱中症による救急搬送の状況（週別推移（確定値））



何らかの対応

を実施
水分補給 エアコン使用

外出・屋外活

動自粛

R2関東甲信 85% 64% 48% 40%

R3関東甲信 87% 64% 60% 35%

R3全国 87% 64% 59% 35%

0%

20%

40%

60%

80%

100%％

熱中症警戒アラートの活用状況等のアンケート調査概要（一般向け）

環境省

方法：ＷＥＢアンケート
対象：全国にお住まいの一般男女、各都道府県200人ずつ
期間：令和３年９月27日～９月30日
回答数：9,400名（青年層（18～22歳）1割、勤労層（23～64歳）6割、高齢層（65～89歳）3割

75
84 80

0

20

40

60

80

100

関東甲信 全国

（
％

）

「知っている」と回答した割合

R２

R３

問：
熱中症の危険性が極めて高い暑さが予測される
際に「熱中症警戒アラート」が発表されることをご
存知ですか。

問：
「熱中症警戒アラート」が発表されて、どのような対
応を取りましたか。

いずれかの
対応を実施

※主な対応を抜粋
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熱中症警戒アラートの活用状況等のアンケート調査概要（自治体向け①）

環境省

方法：ＷＥＢアンケート
対象：47都道府県＋約1,800市区町村の自治体（熱中症対策担当部局）
期間：令和３年９月30日～11月19日
回答数：802自治体

問：

「熱中症警戒アラート」を自治体内で活用していま
すか。

問：

「熱中症警戒アラート」発表を受けて強化・徹底を
図った対応は何ですか。

73 77 

55 

0

20

40

60

80

100

（
％
）

「活用している」と回答した割合

関東甲信 全国

■R2
■R3

何らかの対応

を実施

防災無線／広

報車

広報誌・ポス

ター等

保健師／民生

委員等呼びか

け

R2関東甲信 82% 53% 27% 16%

R3関東甲信 82% 46% 34% 22%

R3全国 65% 26% 30% 19%

0%

20%

40%

60%

80%

100%
％

いずれかの
対応を実施

※主な対応を抜粋
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人手が不

足してい

るため

予算が不

足してい

るため

時間が不

足してい

るため

担当部局

／担当者

がいない

ため

何をすれ

ばいいか

わからな

いため

その他

R3全国 40 40 25 14 8 33

0

10

20

30

40

50
％

熱中症警戒アラートの活用状況等のアンケート調査概要（自治体向け②）

環境省

・熱中症対策を実施できていない理由としては、
人手不足（40％）や予算不足（40％）、時間不足
（25％）、担当部局／担当者不在（14％）が主な理
由として挙げられている。

問：
実施すべきだと考えているが、実施できていない
理由としてあてはまるものを全てお知らせください。

その他

• 実施できていない対策
はない：16％

• 関係部署との連携・調
整がとれていない：2％
など

自由記載欄の回答（主な回答を抜粋）：

・予算・人材不足により対応できず、
また予算獲得に庁内の理解が困難

・熱中症は複数部局（環境部局、健康
福祉部局、防災部局等）にまたがり、
一元的な対応のための庁内の調整が
困難であり、国などからの通知などが
必要

・国、県、市町村の役割分担が明確で
なく、どのように対応したらよいのか
分からない

N=667

注：「その他」には「実施できていない対策はない」旨の回答が含まれる。
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いずれかの指

導を実施

屋外での活動

変更／中止

部活動の練習

の内容変更／

中止

冷房設備の稼

働

R2関東甲信 84% 70% 67% 59%

R3関東甲信 90% 77% 74% 72%

R3全国 83% 64% 63% 63%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

何らかの対応

を実施

所管学校の指

導に活用

運動・行動の

指針の設定

所管学校のガ

イドライン作

成に活用

R3関東甲信 96% 79% 50% 36%

R3全国 96% 80% 39% 26%

0%

20%

40%

60%

80%

100%％

いずれかの
対応を実施

熱中症警戒アラートの活用状況等のアンケート調査概要（教育委員会向け）

環境省

方法：ＷＥＢアンケート
対象：47都道府県＋約1,800市区町村の教育委員会
期間：令和３年10月13日～11月19日
回答数：1,231教育委員会

問：

文部科学省と環境省は「学校における熱中症対策
ガイドライン作成の手引き」を作成、公表していま
すが、どのように活用していますか。

問：
2021年4月より全国での運用が開始された「熱中症

警戒アラート」の発表について、どのように活用す
るよう所管の学校に指導していますか。

％

※主な対応を抜粋※主な対応を抜粋
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エアコン有・使用有, 3人, 10%

エアコン有・使用無, 

23人, 77%

エアコン無, 3人, 10%
不明, 1人, 3%

エアコン設置有無・使用状況別

令和３年夏の東京都23区、大阪市における熱中症死亡者の状況環境省

○ 令和３年10月31日検案時点までの東京都23区における熱中
症による死亡者39人

(東京都監察医務院の死体検案の速報値）

○ 令和３年10月31日検案時点までの大阪市内における熱中症
による死亡者34人

(大阪府監察医事務所の死体検案の速報値）

エアコン有・使用有, 2人, 6%

エアコン有・使用無, 

26人, 76%

エアコン無, 6人, 18%

エアコン設置有無・使用状況別

計39人（速報値）のうち

• ８割以上は65歳以上の高齢者

• 約９割は屋内
屋内での死亡者のうち

• 約９割はエアコンを使用していなかった

30歳代, 1人, 3% 

50歳代, 3人, 8%

60歳代前半, 2人, 5%

60歳代後半, 2人, 5%

70歳代, 16人, 
41%

80歳代, 11人, 28%

90歳代以上, 4人, 10%
年齢別

計34人（速報値）のうち

• ７割以上は65歳以上の高齢者

• 約９割は屋内
屋内での死亡者のうち

• 約９割はエアコンを使用していなかった

50歳代, 7人, 21%

60歳代前半, 2人, 6%

60歳代後半, 3人, 9%
70歳代, 11人, 

32%

80歳代, 10人, 29%

90歳代以上, 1人, 3%
年齢別

出典：東京都監察医務院 出典：大阪府監察医事務所62



【死亡者数（厚生労働省データ）】

⚫ 近年、熱中症による死亡者数は大幅に増加傾向。10年間の平均を比較すると平成24～令和３年は平成14
～23年の約1.6倍（平成14～23年：605.2人、平成24～令和３年：964.2人）

⚫ 平成30年は1,581人（過去２番目の多さ）、令和２年は1,528人が死亡（過去３番目の多さ）

注：令和３年の死亡者数は概数である。
出典：人口動態統計

熱中症による死亡者の状況（全国）
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近年の学校の管理下における熱中症事故は依然として高い傾向にある。

学校管理下における熱中症事故件数

文部科学省

（独立行政法人日本スポーツ振興センター調べ）※ 件数は、熱中症を発症した年度ではなく、熱中症に対して災害共済
給付制度による医療費を支給した年度で集計しています（R３は速報値）。 64



厚生労働省

65

直近10年間の職場における熱中症による死傷災害発生状況
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農林水産省調べ（「人口動態調査」の調査票情報を用いた独自集計）

農作業中の熱中症による死亡者数の推移
（平成23～令和２年）

１０年間で２５７人発生 全体のうち７０代以上が
約８７％を占める

農作業中の熱中症による死亡者数は、平成２３年以降の１０年間で２５７人となっており、近年は気候変動や農業
従事者の高齢化等の影響により増加傾向にあり、農作業中の熱中症対策が非常に重要となっている。
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環境省

⚫ 次期気候変動影響評価報告書の作成に向けて、気候変動と暑熱等に関する科学的
知見の収集・整理方針を検討。【環】

次期気候変動影響評価に向けた5年間の作業スケジュール（案）

令和３年度
（2021年度）

◆作業方針や5か年の計画、影響評価報告書（2025）アウトラインの作成
✓課題整理および対応方針の検討
✓科学的知見の収集・整理・提供方針の検討

◆複合的な影響および影響の連鎖に関する事例・文献収集

令和４～５年度
（2022～2023年度）

◆文献収集・整理
✓各分野（全 7 分野 71 項目）における現状の影響と将来影響
✓複合的影響
✓各国の影響評価、適応計画の進捗状況に関する調査

◆分野別ワーキンググループの設置・開催

令和６年度
（2024年度）

◆分野別ワーキンググループの設置・開催
◆座長会合（2回、1回目影響評価の方法、2回目骨子作成）
◆不足分の情報収集 等

令和７年度
（2025年度）

◆分野別ワーキンググループの設置・開催
◆中央環境審議会からの答申、報告書の公表

【参考】気候変動影響評価報告書（2020年）の実施体制

•文献等レビュー
•影響評価報告書（案）作成

•影響評価報告書（案）の
審議・とりまとめ

諮問

環境省

中央環境審議会
地球環境部会

気候変動影響評価等
小委員会

令和3年10月
気候変動適応計画の

改定

分野別ＷＧ会合
（５グループ、56委

員参加）

•関係行政機関との協議
•報告書の公表

令和2年12月
気候変動影響評価

報告書公表
答申

報告
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関係府省庁

◆令和３年３月25日
「熱中症対策推進会議」（議長：環境大臣）において「熱中症

対策行動計画」を策定

→関係省庁局長級の会議であった熱中症関係省庁連絡会議から格上げ

◆令和４年４月13日
｢熱中症対策行動計画｣を改定

◆熱中症対策推進会議の開催
→議長（環境大臣）、副議長（環境副大臣）及び関係府省庁局長級の参加

◆熱中症対策推進会議幹事会の開催
→関係府省庁における今夏の熱中症対策の振り返り、一層の連携等について議論

68



＜参考資料＞夏季の省エネ・節電メニュー
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